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上司への礼節を欠く、または高圧的な発言でも、その後特段指導されず標準程度の人事評価がされた場合、懲戒事由に当たる問題行為とは認められない
（あおぞら銀行事件　東京高裁　令 8. 1.22判決）

労働判例

●出向元が給与や社会保険料の支払い手続きを行う場合に出向先の負担割合をどう取り決めるか
●代休取得期限を短縮し、年度をまたぐ繰り越しを不可とすることは問題か
●中途入社者が年休5日分を取得しなかった場合、会社は労基法違反となるか
●セクハラ加害者への懲戒処分について被害者から量定への疑義があった場合、どのように対応すべきか
●出社を指示した社員が自己判断でテレワークをした場合、欠勤扱いとし、懲戒処分を科すことは問題か
●職務発明を行った従業員への対価をどのように定めればよいか
●ハラスメント加害者である社員に対し、減給の懲戒処分に加えて退職勧奨を行うことは可能か
●新入社員歓迎会で挨拶回りをしなかったこと等への注意は、ハラスメントに該当するか

相談室Q&A

事業譲渡または合併に際して留意すべき事項に関する指針の改正について
労働法令
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